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全国一、スリムでスピーディな組織づくりを目指し、あらゆる分野の組織、

機関等の見直しを図り、徹底的な組織の再編・スリム化を図るとともに組織の

活性化や職員のモラールアップを図る。 

◆ 職員数（一般行政部門）の削減【総務部】 

《行財政計画(案)改革工程表における取組内容》 
平成１４年度 １５０人削減 

平成１５年度 ２５０人削減 

平成１６年度 ３５０人削減 

《前倒し・早期具体化等の内容》 

平成１４年度当初については、事務事業の見直し、アウトソーシン

グ、事務効率化など、あらゆる手法を積極的に活用して、できる限り

前倒しを行うことにより、目標数を上回る２１４人の削減を行った。 

     今後は、集中取組期間の７５０人削減の目標達成に向け、最大限の

取組を行う。 

◆ 一般職の任期付職員制度の創設【総務部】 

《行財政計画(案)改革工程表における取組内容》 
平成 14 年度 研究職以外の任期付任用制度の法制化に併せた制度の

検討 

《前倒し・早期具体化等の内容》 

「地方公共団体の一般職の任期付職員の採用等に関する法律」の趣

旨を踏まえ、公務内では得られにくい高度の専門性を備えた民間人材

の活用、期限が限定される専門的な行政ニーズへの効率的な対応の必

要性等の観点から、民間人材を有効に活用し、より効率的で効果的な

業務の遂行を図るため、平成１４年１０月に「一般職の任期付職員の

採用等に関する条例」を制定するとともに、年度内に採用選考を実施

する。 

組織の再編・スリム化等 
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◆ 福利厚生住宅（教職員住宅：就正寮）の敷地の売却【教育委員会】 

《行財政計画（案）改革工程表における取組内容》 
平成１４年度 職員宅舎３ヵ所と教職員住宅２ヵ所を廃止 

職員宅舎６ヵ所、独身寮３ヵ所､教職員住宅７ヵ所の廃

止に向けて協議調整 

平成１５年度 他宅舎等の平成１６年度末までの廃止に向け調整 

（就正寮については平成１５年度に売却予定） 

平成１６年度 全廃 

《前倒し・早期具体化等の内容》 

平成１５年度に売却予定（平成１３年度に用途廃止）であった就正

寮敷地を平成１４年度に前倒しで売却。 

◆ 文書逓送業務の見直し【総務部】 

《行財政計画(案)改革工程表における取組内容》 
   平成１５～１６年度  文書逓送業務の見直し 

《前倒し・早期具体化等の内容》 

現在、法制文書課において集約して実施している文書使送・逓送業務

について、文書使送員の採用選考を平成１４年度については実施しない

こととし、当面、平成１５年度において、非常勤化の拡大を図り、業務

を処理するとともに、庁内のＩＴ化の状況や総合行政ネットワークの整

備状況を見据えつつ、大幅な外部委託の導入など抜本的な業務処理方法

の見直しをすすめる。 

◆ 自動車税事務所のあり方検討【総務部】 

《行財政計画(案)改革工程表等における取組内容》 
    自動車税事務所業務のアウトソーシングに向けた検討（具体的取組編） 

《前倒し・早期具体化等の内容》 

自動車保有関係手続のワンストップサービス化導入に合わせて、自動

車税関連業務の更なる事務処理の効率化に向け、一部事務のアウトソー

シング化と自動車税事務所のあり方について検討を行う。 
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◆ 職員の能力・成績を給与制度（特別昇給制度の運用）に反映等 

【総務部】 

《行財政計画（案）改革工程表における取組内容》 

    新たな人事評価制度を早期に確立し、その評価結果を反映した、能力

主義・成績主義に基づく給与制度を導入。 

《前倒し・早期具体化等の内容》 

平成 1５年度から評価結果を反映した内容で特別昇給を実施する。 

《さらなる改革の具体的取組内容》 

平成 14年度の職員給与について、国どおりの給料表の改定、期末・

勤勉手当の削減、給料の調整額の経過措置の見直しを行った。 

◆ パスポートセンターの業務執行体制の見直し検討【企画調整部】 

《行財政計画(案)改革工程表における取組内容》 
平成１５～１６年度  パスポートセンター業務における非常勤職員

の活用検討 

《前倒し・早期具体化等の内容》 

利用者サービスを向上させるとともにより効率的な業務執行体制を

構築するため、費用対効果にも留意しながら、外部委託の拡大などを含

め、業務執行体制の見直しについて検討を行う。 
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◆ 法整備を見据えた府大学の「公立大学法人」化の実現 

【生活文化部・健康福祉部】 

《行財政計画(案)改革工程表における取組内容》 
平成14年度の夏までに府大学改革基本計画(案)を作成し、パブリッ

クコメント手続きなどを経て、計画を策定。内容としては、少子化時

代に府大学が将来にわたって果たすべき役割や、教育研究内容、大学

運営に対する評価や運営主体のあり方などを精査し、学部の再編、統

合、法人化など本格的な大学改革を推進する。 

《前倒し・早期具体化等の内容》 

平成１４年 12 月にパブリックコメント手続きなどを経て、府大学

改革基本計画を策定した。その中で社会経済状況の変化に的確に対応

できる自律的、自主的な大学運営を実現し、大学の教育研究を活性化

する観点から、早期に法人化を可能とする法整備がなされるよう要望

を強化し、平成 17 年度を目処に、新しい大学にふさわしい「公立大

学法人」化の実現を図ることとした。 

◆ 府大学の教員組織のスリム化等【生活文化部・健康福祉部】 

《行財政計画(案)改革工程表における取組内容》 
平成14年度の夏までに府大学改革基本計画(案)を作成し、パブリッ

クコメント手続きなどを経て、計画を策定。内容としては、少子化時

代に府大学が将来にわたって果たすべき役割や、教育研究内容、大学

運営に対する評価や運営主体のあり方などを精査し、学部の再編、統

合、法人化など本格的な大学改革を推進する。 

《前倒し・早期具体化等の内容》 

平成 14 年 12 月にパブリックコメント手続きなどを経て、府大学

改革基本計画を策定した。その中で府大学の教員について、概ね１０

年間で現行定数を２５％削減する。あわせて事務組織体制の再編を行

うこととした。 
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◆ 府立５病院の運営形態のあり方検討【病院事業局】 

《行財政計画（案）改革工程表における取組み内容》 

     府立の５病院のあり方について、府衛生対策審議会答申（14 年 3 月

中間報告・夏頃答申）を踏まえ、病院ごとの診療機能の見直しや運営形

態の変更をも視野に入れた検討をすすめる。 

《前倒し・早期具体化等の内容》 

     平成14年 9月、大阪府衛生対策審議会が「今後の府立の病院のあり

方、果たすべき役割について」の答申をとりまとめ。 

     運営形態に関しては、より質の高い経営体制の確立が不可欠であり、

今後整備される地方独立行政法人制度の内容を注視しながら、府立の

病院にふさわしい運営形態の具体化を図るべきとされたことから、こ

の答申にそって、今後、法制度の整備状況を踏まえて、「府立の病院改

革プログラム（案）〈運営形態の見直し編〉」を策定する。 

◆ 滝畑ダム管理事務所の南河内農とみどりの総合事務所への統合

【環境農林水産部】 

《行財政計画(案)改革工程表における取組内容》 
平成１５～１６年度  滝畑ダム管理業務の見直し 

《前倒し・早期具体化等の内容》 

ダム管理機能を維持するとともに、緊急時における危機管理体制を強

化するため、平成15年度当初に滝畑ダム管理事務所を南河内農と緑の

総合事務所へ統合し、スケールメリットを活かしたダムの管理体制を構

築する。 
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◆ 府営公園維持管理業務のアウトソーシングとこれに伴う公園事

務所の統合【土木部】 

《行財政計画(案)改革工程表における取組内容》 
平成 14 年度 北部・東部公園事務所の維持管理業務を(財)大阪府公園

協会に委託するとともに、両事務所を統合し、北部公園

事務所を設置 

《前倒し・早期具体化等の内容》 

利用者サービス水準の維持向上等の観点から、北部・東部公園事務所

の統合等の状況を踏まえ、平成１５年度当初に、残る公園事務所（中部・

南部・臨海）の維持管理業務を(財)大阪府公園協会に委託するとともに

中部・南部公園事務所を統合し、新たに南部公園事務所（仮称）を設置

することで、３公園事務所（北部、南部(仮称)、臨海）体制とし、効率

的な業務執行に努めていく。 

◆ ＰＦＩ方式による寝屋川待機宿舎の整備【警察本部】 

《行財政計画(案)改革工程表における取組内容》 
警察職員待機宿舎については、計画的集約化とＰＦＩ方式など民間

資金の活用により効率的に整備することとし、平成１４年度に、寝屋

川待機宿舎におけるＰＦＩ導入可能性について調査検討を行う。 

《前倒し・早期具体化等の内容》 

平成１５年度からＰＦＩ方式により寝屋川待機宿舎の整備を図るこ

とにより、待機宿舎の計画的集約をすすめる。 

◆ 入札契約事務の集約化に向けた検討【総務部】 

《さらなる改革の具体的取組内容》 

平成１５年度中に公共工事に一部導入する電子入札の円滑な運用を

図りつつ、更なる事務効率化を図るため、ＩＴを活用することにより、

各部局等で個別に行っている入札・契約事務について、集約化に向けた

検討を行う。 




